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貸 借 対 照 表

（平成２０年３月３１日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

７３９，８７９ １，０７９，８１２流動資産 流動負債

２８７，９７３ ７１８，８１１現金及び預金 買掛金

７，５５０ １０９，３８４未収金 未払金

１００，８８８ ３，１１５商品 未払費用

１０，５７６ ７９，０００前払費用 一年以内長期借入金

３０９，１８４ １，７７８短期貸付金 預り金

２２，８１０ ６８繰延税金資産 前受収益

８９５ １１，４９８その他 未払消費税等

３４，５４８未払法人税等

９８，１６９連結納税未払金

２３，４３６賞与引当金

９５７，５０４ ８４，００３固定資産 固定負債

６９５，８０４ ５９，２５０有形固定資産 長期借入金

２６８，７５０ ９，６６１建物 長期預り金

２０７，６２１ ８，３６０建物付属設備 役員退職慰労引当金

４３，６８９ ６，７３２構築物 退職給付引当金

５，２１６車両運搬具

２０，０３８ １，１６３，８１５工具器具備品 負債合計

土地 （純資産の部）１５０，４８７

１，５７８ ５３３，５６８無形固定資産 株主資本

１，００８ ７５，０００電話加入権 資本金

５７０ ７５，０００ｿﾌﾄｳｴｱｰ開発 資本剰余金

２６０，１２２ ７５，０００投資その他の資産 資本準備金

２４９，６７２ ３８３，５６８差入敷金保証金 利益剰余金

４，０９２ ３８３，５６８長期前払費用 その他利益剰余金

６，２９１ ３８３，５６８繰延税金資産 繰越利益剰余金

６６その他

５３３，５６８純資産合計

１，６９７，３８３ １，６９７，３８３資産合計 負債・純資産合計

（注）記載金額は、千円未満切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）棚卸資産の評価基準および評価方法

①商品 最終仕入原価法による原価法

②貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・平成１９年４月１日以降取得資産

法人税法に定める定額法を採用しております。

・平成１９年３月３１日以前取得資産

法人税法に定める旧定額法を採用しております。

（２）無形固定資産は法人税法に定める定額法を採用しております。なお自社利用のソフ

トウエアーについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。

３．引当金の計上基準

（１）賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、翌期支給見込額の当期負担額を計上しておりま

す。

（２）退職給付引当金

計従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、

上しております。

（３）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（２）消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

（３）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

５．重要な会計方針の変更

（固定資産の減価償却の方法）

法人税法の改正（ 所得税法等の一部改正する法律平成１９年３月３０日法律第６「

号」及び「法人税施行令平成１９年３月３０日政令第８３号 ）に伴い、平成１９年」

４月１日以降取得資産の減価償却の方法を改正後の法人税法に基づく方法に変更して
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おります。なお、この変更により減価償却費が９０５千円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益がそれぞれ９０５千円減少しております。

（追加情報）

法人税法の改正（ 所得税法等の一部改正する法律平成１９年３月３０日法律第６「

号」及び「法人税施行令平成１９年３月３０日政令第８３号 ）を適用し、平成１９」

年３月３１日以前取得資産で償却可能限度額まで償却したものについては償却終了し

た年度の翌年度から残存簿価を５年間で均等償却することとしております。

当期における当該償却額は７４千円であって、これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益がそれぞれ７４千円減少しております。

Ⅱ 貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 １４２，０５５千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 ５２千円

短期金銭債務 ８，６１７千円

Ⅲ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金、未払事業税等の否

認であります。

Ⅳ リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表により計上した固定資産のほか、店舗内什器備品及びＰＯＳ機器一式等を

リース契約により使用しております。

Ⅴ １株当たりの情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 ３５５，７１２円２０銭

２．１株当たり当期純利益 １３０，７１６円４７銭

Ⅵ 当期純損益金額 千円１９５，０７４

Ⅶ その他の注記

貸借対照表及び個別注記表に記載されている金額は、千円未満を切り捨て表示してお

ります。


